
Ⅳ 勤務時間その他の勤務条件の状況 

１ 勤務時間の状況 

（１）通常の勤務時間

職員の通常の勤務時間は、次のとおりです。

（R4.4.1現在） 

開始時刻 終了時刻 休憩時間 勤務時間 

午前８時３０分 午後５時１５分 午後０時～午後１時 ７時間４５分 

（注）１ 勤務の性質上、特別の勤務時間の割振りをしている場合等は、この限りではない。 

２ 県立学校等では、各校の事情に応じて、それぞれ勤務時間が定められている。 

３ 育児、介護、通勤等に関する特別の事情がある職員について、公務の運営に支障がない

場合には、休憩時間を午後０時～午後０時４５分とし、勤務時間の終了時刻を 15 分繰り

上げることを認めている。（病院局、警察本部を除く。以下、（２）及び（３）において同

じ。） 

（２）早出遅出勤務

育児又は介護を行う職員で、一定の要件を満たす場合は、早出又は遅出勤務を利

用することができますが、その勤務時間は、次のとおりです。 

【早出勤務】 午前 7時３０分～午後４時１５分 

午前 7時４５分～午後４時３０分 

午前８時～午後４時４５分 

午前８時１５分～午後５時 

【遅出勤務】 午前８時４５分～午後５時３０分 

午前９時～午後５時４５分 

午前９時１５分～午後６時 

午前９時３０分～午後６時１５分 

午前９時４５分～午後６時３０分 

午前１０時００分～午後６時４５分 

（休憩時間は、（１）の場合と同様です。） 
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また、令和３年度における利用状況は、次のとおりです。 

（R3.4.1～R4.3.31） 

区分 
利用者 

実人数 

左の内訳 
備考 

早出勤務 遅出勤務 

育児を行う職員 

（未就学児） 
４４人 １８人 ２６人 

早出：男６人、女 12人 

遅出：男 14人、女 12人 

育児を行う職員 

（就学児（学童保育）） 
７人 ５人 ２人 

早出：男１人、女４人 

遅出：男０人、女２人 

介護を行う職員 ８人 ５人 ３人 
早出：男１人、女４人 

遅出：男２人、女１人 

（３）時差出勤

（１）及び（２）の勤務時間のほか、次のとおり時差出勤を実施しています。

【知事部局等、教育庁等】       （R4.4.1現在） 

区分 勤務時間 休憩時間 

Ａ勤務 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

午後０時から午後１時まで 

Ｂ０勤務 午前７時３０分から午後４時１５分まで 

Ｂ１勤務 午前７時４５分から午後４時３０分まで 

Ｂ２勤務 午前８時００分から午後４時４５分まで 

Ｂ３勤務 午前８時１５分から午後５時００分まで 

Ｃ１勤務 午前８時４５分から午後５時３０分まで 

Ｃ２勤務 午前９時００分から午後５時４５分まで 

Ｃ３勤務 午前９時１５分から午後６時００分まで 

Ｃ４勤務 午前９時３０分から午後６時１５分まで 

Ｃ５勤務 午前９時４５分から午後６時３０分まで 

Ｃ６勤務 午前１０時００分から午後６時４５分まで 

＜実施目的＞ 

職員の仕事と生活の調和の推進 
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【病院局】 （R4.4.1現在） 

＜実施目的＞ 

  各種会議等の開催等業務への対応及び職員の仕事と生活の調和の推進 

区分 勤務時間 休憩時間 

基本勤務 午前８時１５分から午後４時４５分まで 

午後０時１５分から午後１時まで 

早出Ａ勤務 午前７時１５分から午後３時４５分まで 

早出Ｂ勤務 午前７時４５分から午後４時１５分まで 

遅出Ａ勤務 午前８時４５分から午後５時１５分まで 

遅出Ｂ勤務 午前９時１５分から午後５時４５分まで 

遅出Ｃ勤務 午前９時３０分から午後６時まで 
午後０時３０分から 

午後１時１５分まで 

遅出Ｄ勤務 午前１０時１５分から午後６時４５分まで 午後０時１５分から午後１時まで 
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【警察本部】  （R4.4.1現在） 

＜実施目的＞ 

  職員の仕事と生活の調和の推進 

令和３年度における利用状況は、次のとおりです。 

  【時差出勤】    （R3.4.1～R4.3.31） 

実施機関 期間 
Ｂ勤務の利用者 

実人数 

Ｃ勤務の利用者 

実人数 
計 

知事部局等 通年 ６０２人 ２３３人 ８３５人 

教育庁等 通年 １４４人 ３９人 １８３人 

（R3.4.1～R4.3.31） 

実施機関 期間 
早出Ａ・Ｂ勤務

の利用者実人数 

遅出Ａ～Ｄ勤務

の利用者実人数 
計 

病院局 通年 ５人 ２０人 ２５人 

（R3.4.1～R4.3.31） 

実施機関 期間 
早出Ａ～Ｃ勤務

の利用者実人数 

遅出Ａ～Ｃ勤務

の利用者実人数 
計 

警察本部 通年 ２０６人 １２０人 ３２６人 

区分 勤務時間 休憩時間 

基本勤務 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

午後０時から午後１時まで 

早出Ａ勤務 午前７時００分から午後３時４５分まで 

早出Ｂ勤務 午前７時３０分から午後４時１５分まで 

早出Ｃ勤務 午前８時００分から午後４時４５分まで 

遅出Ａ勤務 午前９時００分から午後５時４５分まで 

遅出Ｂ勤務 午前９時３０分から午後６時１５分まで 

遅出Ｃ勤務 午前１０時００分から午後６時４５分まで 
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２ 休暇 

   職員の休暇には、年次休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護時間がありま

すが、それらの令和３年中（介護休暇及び介護時間については、令和３年度中）の取

得状況については、次のとおりです。    

 

（１）年次休暇の取得状況 

  （R3.1.1～R3.12.31） 

総付与日数 

A 

総取得日数 

B 

対象職員数 

C 

平均取得日数 

B／C 

消化率 

B／A 

674,482.9日 224,334.3日 17,426人 12.9日 33.3％ 

（注）１ 対象職員には、派遣職員、再任用短時間勤務職員、育児短時間勤務職員、期間中に育児

休業又は休職をした職員、調査対象期間の中途に採用された職員は含まない。 

２ 半日は 0.5日とし、時間数は７時間４５分を１日に換算して計上している。 

 

（２）病気休暇の取得状況 

      （R3.1.1～R3.12.31） 

取得者実人数 
取得実績（延べ） 

日数 時間数 

2,115人 42,862.0日 15,172時間 

（注）１ 対象職員には、派遣職員及び再任用短時間勤務職員、育児短時間勤務職員は含まない。

（以下、特別休暇、介護休暇、介護時間及び育児休業等において同じ。） 

２ 取得実績については、１日単位で取得したものは「日数」に、１時間単位で取得したも

のは「時間数」に計上している。なお、半日は 0.5日として計上している。 
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（３）特別休暇の取得状況 

              （R3.1.1～R3.12.31） 

種類 

（R4.4.1現在） 
付与日数（概要） 

取得者 

実人数

（人） 

取得実績（延べ） 

日 数 

（日） 

時間数 

（時間） 

選挙等休暇 必要と認められる期間 3 1.0 5 

証人等休暇 必要と認められる期間 7 3.5 7 

骨髄移植等休暇 必要と認められる期間 5 7.0 15 

ボランティア休暇 ７日 6 11.0 12 

結婚休暇 連続７日 149 849.5 0 

不妊治療休暇 
５日（体外受精又は顕微授精

に係る通院等は１０日） 
- - - 

妊婦の業務軽減等休暇 
必要と認められる期間 

（適宜の休息又は補食） 
6 - 36 

妊婦の通勤緩和休暇 
必要と認められる期間 

（１日１時間以内） 
13 - 260 

妊産婦通院休暇 必要と認められる期間 188 353.5 1182 

産前休暇 ８週間（多胎妊娠は 14 週間） 242 9,492.0 0 

産後休暇 ８週間 233 10,024.0 0 

育児休暇 １日２回、各 60分以内 100 - 6,366 

生理休暇 必要な期間 79 242.5 126 

配偶者出産休暇 
３日（フルタイム会計年度任

用職員は１日） 
226 484.0 299 

育児参加休暇 ５日 203 660.0 605 

子の看護休暇 ５日（２人以上は 10日） 2,556 5293.5 16,997 

短期介護休暇 ５日（２人以上は 10日） 405 996.5 3,375 

服忌休暇 １日～連続 10日 1,931 5,494.0 600 

祭日休暇 １日 245 294.0 86 

夏季休暇 ４日 17,862 70,309.0 729 

現住居の滅失等休暇 必要と認められる期間 8 24.0 3 

出勤困難休暇 必要と認められる期間 3,525 9,144.5 3,152 

退勤途上の危険回避休暇 必要と認められる期間 46 15.5 147 

（注）１ 取得実績については、１日単位で取得したものは「日数」に、１時間単位で取得したもの

は「時間数」に計上している。なお、半日は 0.5日とし、30分は１時間として計上している。 

   ２ 不妊治療休暇は令和４年１月１日から創設したため、期間中の取得実績はない。 
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（４）介護休暇の取得状況 

  （R3.4.1～R4.3.31） 

 

介護休暇 

取得者数 

（人） 

要介護者数 （人） 

配偶者 父母 子 
配偶者

の父母 
祖父母 

兄弟 

姉妹 
孫 その他 

男性職員 3 2 0 0 0 1 0 0 0 

女性職員 15 2 7 5 1 0 0 0 0 

計 18 4 7 5 1 1 0 0 0 

 

【取得形式別】 

 
休暇の取得形式別 （人） 

計 全日型中心 時間型中心 その他 

男性職員 3 3 0 0 

女性職員 15 13 2 0 

計 18 16 2 0 

 

【承認期間別】 

 

介護休暇承認期間別 （人） 

計 1月以下 
1月超え 

2月以下 

2月超え 

3月以下 

3月超え 

4月以下 

4月超え 

5月以下 
5月超え 

男性職員 3 1 1 0 1 0 0 

女性職員 15 2 3 2 0 3 5 

計 18 3 4 2 1 3 5 

 

（注） 介護休暇取得者数については、令和３年度中に介護休暇を取得開始した職員数を計上して

おり、前年度から引き続き取得中の職員は含まない。 
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（５）介護時間の取得状況

  （R3.4.1～R4.3.31） 

介護時間 

取得者数 

（人） 

要介護者数 （人） 

配偶者 父母 子 
配偶者

の父母 
祖父母 

兄弟 

姉妹 
孫 その他 

男性職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

女性職員 1 0 0 1 0 0 0 0 0 

計 1 0 0 1 0 0 0 0 0 

【承認期間別】 

介護時間承認期間別 （人） 

計 6月以下 
6月超え 

1年以下 

1年超え 

1年 6月

以下 

1年 6月

超え 

2年以下 

2年超え 

2年 6月

以下 

2年 6月

超え 

男性職員 0 0 0 0 0 0 0 

女性職員 1 1 0 0 0 0 0 

計 1 1 0 0 0 0 0 
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３ 育児休業等の取得状況 

 

（１）育児休業の取得状況 

育児休業の令和３年度中の取得状況は、次のとおりです。 

 

（注）再度取得した者とは、①条例で定める特別の事情により育児休業を再度取得した者又は 

②子の出生日以後 57日間以内に育児休業を取得後、再び育児休業を取得した者をいう。 

 

  【承認期間別】 

 

育児休業承認期間別（令和３年度新規取得者） （人） 

計 
6月以下 

6月超え 

1年以下 

1年超え 

1年 6月以下 

1年 6月超え 

2年以下 

2年超え 

2年 6月以下 
2年 6月超え 

男性職員 69 3 1 0 0 0 73 

女性職員 5 78 84 37 18 18 240 

計 74 81 85 37 18 18 313 

 

  また、令和３年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数（前年度に取得可能

となった職員を除く。）と、育児休業取得率は次のとおりです。 

 
令和３年度中に新たに育児休業が 

取得可能となった職員 （人） 
育児休業取得率 

男性職員 286 25.5％ 

女性職員 240 100.0％ 

計 526 59.5％ 

（男性職員）当該年度中に子が生まれた者 

（女性職員）当該年度中に育児休業を取得できる状態となった者（産後休暇中の者を除く。） 

（育児休業取得率）令和３年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数に対する同年

度中に新たに育児休業を取得した職員数の割合 

 
育児休業取得者数 （人） 

令和３年度新規取得者 前年度から取得中の者 再度取得した者 

男性職員 73 1 4 

女性職員 240 278 0 

計 313 279 4 
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（２）部分休業の取得状況 

部分休業の令和３年度中の取得状況は、次のとおりです。 

 
部分休業取得者数 （人） 

令和３年度新規取得者 前年度から取得中の者 

男性職員 2 2 

女性職員 38 33 

計 40 35 

 

【承認期間別】 

 

部分休業承認期間別（令和３年度新規取得者） （人） 

計 
１年以下 

1年超え 

２年以下 

２年超え 

３年以下 

３年超え 

４年以下 

４年超え 

５年以下 
５年超え 

男性職員 1 1 0 0 0 0 2 

女性職員 29 3 1 1 2 2 38 

計 30 4 1 1 2 2 40 

 

 

（３）育児短時間勤務の取得状況 

育児短時間勤務は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、週 19時

間 25 分、19 時間 35分、23 時間 15 分又は 24 時間 35 分の短時間勤務を可能とする

ものですが、令和３年度中の取得状況は、次のとおりです。 

 
育児短時間勤務取得者数 （人） 

令和３年度新規取得者 前年度から取得中の者 

男性職員 0 0 

女性職員 2 1 

計 2 1 

 

【承認期間別】 

 

育児短時間勤務承認期間別（令和３年度新規取得者） （人） 

計 
３月以下 

３月超え 

６月以下 

６月超え 

９月以下 
９月超え 

男性職員 0 0 0 0 0 

女性職員 0 0 0 2 2 

計 0 0 0 2 2 
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【勤務形態別】 

勤務形態別（令和３年度新規取得者） （人） 

計 １日３時間 55分 

（週 19時間 35分） 

１日４時間 55分 

（週 24時間 35分） 

週３日 

（週 23時間 15分） 

週２日半 

（週 19時間 25分） 

男性職員 0 0 0 0 0 

女性職員 1 0 1 0 2 

計 1 0 1 0 2 

４ 修学部分休業の取得状況 

修学部分休業は、大学等における修学のため、２年以内、１週間の勤務時間の２分

の１以内の休業を可能とするものですが、令和３年度中の取得者はありませんでした。 

５ 高齢者部分休業の取得状況 

高齢者部分休業は、定年退職日前５年以内の日から定年退職日までの期間における

１週間の勤務時間の２分の１以内の休業を可能とするものですが、令和３年度中の取

得者はありませんでした。 

６ 自己啓発等休業の取得状況 

自己啓発等休業は、大学等課程の履修又は国際貢献活動のため、大学等課程の履修

については２年以内、国際貢献活動については３年以内の休業を可能とするものです

が、令和３年度中の取得者はありませんでした。 

７ 配偶者同行休業の取得状況 

配偶者同行休業は、外国で勤務等をする配偶者と外国において生活を共にするため、

３年以内の休業を可能とするものですが、令和３年度中の取得者はありませんでした。 
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